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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題

問題 １− １ 　財務書類の作成⑴

以下の資料を参照して、Ａ市の財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動

計算書、資金収支計算書）を作成しなさい。なお、資料から判明すること以外は、考慮し

なくてよい。

〔資料〕　各財務書類の項目の金額

１ ≥ 貸借対照表
固定資産 531≤600百万円
流動資産
うち、現金預金 各自推算

現金預金以外 8≤400百万円
固定負債 136≤800百万円
流動負債 9≤600百万円
純資産 各自推算

２ ≥ 行政コスト計算書
経常収益 24≤000百万円
臨時利益 600百万円
経常費用 116≤400百万円
臨時損失 4≤800百万円
純行政コスト 各自推算

３ ≥ 純資産変動計算書
前年度末純資産残高 415≤800百万円
財源 94≤200百万円
純行政コスト 各自推算
資産評価差額等 △14≤400百万円
本年度末純資産残高 各自推算

４ ≥ 資金収支計算書
業務活動収入 118≤200百万円
投資活動収入 9≤000百万円
財務活動収入 12≤000百万円
業務活動支出 106≤200百万円
投資活動支出 19≤800百万円
財務活動支出 12≤600百万円
前年度末資金残高 4≤800百万円
本年度末資金残高 各自推算
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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題

〔答案用紙〕� （単位：百万円）

貸 借 対 照 表

固定資産

（� ）

流動資産

現金預金

（� ）

現金預金以外

（� ）

固定負債

（� ）

流動負債

（� ）

純資産

（� ）

資金収支計算書

業務活動収入

（� ）

投資活動収入

（� ）

財務活動収入

（� ）

前年度末資金残高

（� ）

業務活動支出

（� ）

投資活動支出

（� ）

財務活動支出

（� ）

本年度末資金残高

（� ）

行政コスト計算書

経常費用

（� ）

臨時損失

（� ）

経常収益

（� ）

臨時利益

（� ）

純行政コスト

（� ）

純資産変動計算書

純行政コスト

（� ）

資産評価差額等

（� ）

本年度末純資産残高

（� ）

前年度末純資産残高

（� ）

財源

（� ）

※�　固定資産等の変動（内部変動）につい

ては、省略する。
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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題

問題 １− ２ 　帳簿記入の流れ

以下のＢ県の資料を参照して、⑴各取引の仕訳を行い、⑵総勘定元帳の作成を行うとと

もに、⑶合計残高試算表を作成しなさい。なお、資料から判明すること以外は、考慮しな

くてよい。

〔資料〕　期中の取引（収入・支出はすべて現金預金で取引されている。）

２月 ４日　住民から住民税750百万円を収受した。

３月 １日　国から体育館建設の補助金として300百万円を受取った。

３月 ３日　地方債430百万円を発行した。

３月10日　体育館（建物）の建設費900百万円を支払った。

３月14日　Ａ法人への長期貸付金として150百万円を支出した。

３月18日　庁舎の電気料金93百万円を支払った。

３月20日　職員に給料215百万円を支払った。

３月25日　公共施設の使用料75百万円を収受した。

３月28日　消耗品30百万円分を購入した（すべて費用計上すべきものである。）。

３月31日　賞与等引当金225百万円を計上した。

〔答案用紙〕

⑴　各取引の仕訳（単位：百万円）

借　方　科　目 金　額 貸　方　科　目 金　額

２月 ４日

３月 １日

３月 ３日

３月10日

３ 月14日

３ 月18日

３ 月20日

３ 月25日

３ 月28日

３ 月31日



5

第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題

⑵　総勘定元帳の作成（単位：百万円）
①　貸借対照表関係
建　物
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

長期貸付金
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

現金預金
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

地方債
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

賞与等引当金
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

②　行政コスト計算書関係
職員給与費
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

賞与等引当金繰入額
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

物件費
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題

使用料及び手数料
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

③　純資産変動計算書関係
税収等
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

国県等補助金
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

④　資金収支計算書関係
人件費支出
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

物件費等支出
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

税収等収入
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

使用料及び手数料収入
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

公共施設等整備費支出
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

貸付金支出
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

国県等補助金収入（投資活動収支）
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高

地方債発行収入
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題

⑶　合計残高試算表

（単位：百万円）

勘　定　科　目
合 計 額 残 　 高

借方 貸方 借方 貸方

貸借対照表

建物

長期貸付金

現金預金

地方債

賞与等引当金

行政コスト計算書

職員給与費

賞与等引当金繰入額

物件費

使用料及び手数料

純資産変動計算書

税収等

国県等補助金

合　　　　計

資金収支計算書関係（現金預金の内訳）

（単位：百万円）

勘　定　科　目
本年度計上額 本年度末残高

借方 貸方 借方 貸方

人件費支出

物件費等支出

税収等収入

使用料及び手数料収入

公共施設等整備費支出

貸付金支出

国県等補助金収入（投資活動収支）

地方債発行収入

合　　　　計
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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題

問題 １− ３ 　財務書類の作成⑵

以下の資料を参照して、答案用紙の精算表及び資金収支計算書（現金預金の内訳）を作

成しなさい。なお、資料から判明すること以外は、考慮しなくてよい。

〔資料〕　

１ ≥ 当期中の業務収入の内訳は、次のとおりである。

税収等収入	 588百万円

（うち、前期末に未収計上したものの徴収額が60百万円ある。）

使用料及び手数料収入	 96百万円

その他の収入（利息収入）	 ２ 百万円

２ ≥ 当期中の業務収入以外の収入は、次のとおりである。

国県等補助金収入（投資活動）	 60百万円

地方債発行収入	1 80百万円

３ ≥ 当期中の業務支出の内容は、次のとおりである。

人件費支出	 372百万円

（うち、賞与等引当金の取崩しによる支払額が120百万円ある。）

物件費等支出	1 44百万円

支払利息支出	1 8百万円

４ ≥ 当期中の業務支出以外の支出は、次のとおりである。

公共施設等整備費支出	2 40百万円	（土地に係るものである。）

貸付金支出	 60百万円

５ ≥ 当期中の歳入・歳出取引以外の取引は、次のとおりである。

⑴　建物につき減価償却費を12百万円計上する（直接法による）。

⑵　退職手当引当金96百万円を計上する。

⑶　賞与等引当金132百万円を計上する。

⑷　期末時点における税収等の未収金72百万円を計上する。

６ ≥ 各科目の当期首残高は、答案用紙の精算表を参照のこと。なお、期首の純資産残高は

ゼロとする。
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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題

〔答案用紙〕

≪精算表≫� （単位：百万円）

勘定科目
本年度期首残高 本年度計上額 本年度末残高

借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方

貸借対照表

土地 720

建物 480

長期貸付金

現金預金 180

未収金 60

地方債 1≤000

退職手当引当金 320

賞与等引当金 120

行政コスト計算書

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

物件費

減価償却費

支払利息

使用料及び手数料

その他（受取利息）

純資産変動計算書

税収等

国県等補助金

合計 1≤440 1≤440
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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第２章　地方公会計特有の論点　問題

≪資金収支計算書（現金預金の内訳）≫� （単位：百万円）

勘定科目
本年度計上額

借方 貸方

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

税収等収入

使用料及び手数料収入

その他の収入（利息収入）

公共施設等整備費支出

貸付金支出

国県等補助金収入（投資活動収支）

地方債発行収入

合計
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第１章　地方公会計財務書類の様式と関係　問題 第２章　地方公会計特有の論点　問題

問題 ２－ １ 　現金、棚卸資産

次の取引の仕訳を行いなさい。

１ ≥ Ａ市では、職員に対して給与25≤000≤000円を支給した。その際、源泉所得税2≤500≤000

円および住民税2≤000≤000円の徴収を行った。

２ ≥ Ｂ市では、市議会議員に対して報酬5≤000≤000円を支給した。その際、源泉所得税

500≤000円の徴収を行った。

３ ≥ Ｂ市は、市議会議員から徴収した源泉所得税500≤000円を納付した。

４ ≥ Ｃ町では、事業として行っている歴史博物館のパンフレットの作成を行ったが、期末

に売価1≤000≤000円（原価500≤000円）分のパンフレットが残ってしまった。これは棚卸

資産として計上することになっている。
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第２章　地方公会計特有の論点　問題 第２章　地方公会計特有の論点　問題

問題 ２－ ２ 　未収金

次の取引の仕訳を行いなさい。

１ ≥ Ａ市では、市民税1≤500≤000≤000円につき、調定の手続きを行った。

２ ≥ Ｂ市では、前年度に短期貸付金処理したもので今年度中に回収期限が到来する

30≤000≤000円につき調定の手続きを行った。

３ ≥ Ｂ市では、貸付金の回収期限になり、予定通り回収が行われた。

４ ≥ Ｃ町では、町営住宅に関する家賃1≤000≤000円の収受があった。また、新たな入居者

があり、保証金300≤000円の収受もあった。なお、町営住宅の家賃については、年度当

初に調定の手続きが行われ、その時点で収益計上（ＰＬ　使用料及び手数料）されてい

る。

５ ≥ Ｃ町では、期末になって町営住宅に関する家賃の滞納分が3≤000≤000円判明した。
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第２章　地方公会計特有の論点　問題 第２章　地方公会計特有の論点　問題

問題 ２－ ３ 　基金、有価証券・出資金

次の取引の仕訳を行いなさい。

１ ≥ Ａ市では、決算の結果、預金のうち500≤000≤000円につき、財政調整基金への積立を

行った。

２ ≥ Ｂ市では、翌年度の公債の返済に備えて減債基金50≤000≤000円を積み立てた。

３ ≥ Ｂ市の甲基金において、国債30≤000≤000円の購入が行われた。

４ ≥ Ｃ市では乙財団法人へ50≤000≤000円出資することを決定し、支払いを行った。なお、

当該出資金は公有財産として扱われる。

５ ≥ Ｅ市は、国債300≤000≤000円を購入した。

６ ≥ Ｆ市は、運用目的にＺ社の株式100≤000≤000円を購入した。

７ ≥ Ｇ市では、地方債の発行に伴って500≤000円の手続費用がかかった。
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第２章　地方公会計特有の論点　問題 第２章　地方公会計特有の論点　問題

問題 ２－ ４ 　引当金

引当金の設定要件に関して、以下の空欄に当てはまる語句を答えなさい。

≪引当金の設定要件≫

①　将来の特定の（　Ａ　）であること

②　その発生が（　Ｂ　）の事象に起因していること

③　（　Ａ　）の（　Ｃ　）が高いこと

④　その金額を合理的に（　Ｄ　）ができること

〔答案用紙〕

Ａ Ｂ

Ｃ Ｄ
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第２章　地方公会計特有の論点　問題 第２章　地方公会計特有の論点　問題

問題 ２－ ５ 　貸倒見積高の算定

以下の資料に基づき、×6年度末における貸倒見積高を答えなさい。なお、会計期間は、
毎年 ４月 １日から ３月31日までの １年間である。

〔資料〕

１ ≥ 売掛金はすべて一般債権に該当し、過去 ３年間の貸倒実績率（期末残高に対する翌年

度の貸倒損失の発生割合）の平均値により貸倒引当金を設定する。

２ ≥ 売掛金の各期末残高及び翌年度における貸倒額は、次のとおりである。

（貸倒れはすべて販売年度の翌年に発生している）

売掛金期末残高
×3年度 ×4年度 ×5年度

775≤000千円 815≤000千円 740≤000千円

貸倒額
×4年度 ×5年度 ×6年度
19≤375千円 19≤560千円 17≤020千円

３ ≥ ×6年度末における売掛金残高は、1≤000≤000千円である。
４ ≥ 売掛金の各期末残高は、翌年度に貸倒れた分を除き、すべて翌年度に回収されてい

る。

〔答案用紙〕

千円
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第２章　地方公会計特有の論点　問題 第２章　地方公会計特有の論点　問題

問題 ２－ ６ 　賞与等引当金

以下の資料に基づき、賞与等引当金の計上に関する仕訳を答えなさい。なお、当期は×1
年 ４ 月 １ 日から×2年 ３ 月31日までの １年間である。

〔資料〕

当期末におけるＡ市の賞与等引当金の算定資料は、次のとおりである。

×2年 ６ 月支給予定の期末手当・勤勉手当総額及びそれに係る法定福利費相当額
� ：450≤000千円

×2年 ６ 月支給予定の期末手当等の支給対象期間：×1年12月～×2年 ５ 月

〔答案用紙〕� （単位：千円）
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第２章　地方公会計特有の論点　問題 第２章　地方公会計特有の論点　問題

問題 ２－ ７ 　退職手当引当金

以下の資料に基づき、決算において必要な仕訳を示しなさい。

【資　料】

決算整理前残高試算表

×1年 ３ 月31日 （単位：千円）

退 職 手 当 引 当 金 1≤500≤000

Ｂ市では、決算において期末の在職者に係る退職給付要支給額を退職手当引当金として

設定している。

前期末在職者に係る前期末自己都合要支給額　　　1≤500≤000千円

当期末在職者に係る当期末自己都合要支給額　　　1≤680≤000千円

〔答案用紙〕� （単位：千円）
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